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資産取り崩し層への制度普及が課題の新ＮＩＳＡ 

ＮＩＳＡの口座数は 2024 年末に 2,558 万、さらに 2025 年３月末時点で 2,646 万に達している。2024

年の制度拡充、すなわち新ＮＩＳＡの導入が起爆剤となり、2024年１年間で 433 万口座増加するなど、

制度の普及が進んだ【図表１】。特に、資産形成世代を中心に普及している。2024 年末時点の年代別

口座数を見ても、50歳代、40歳代、30歳代が多く、人口に対する保有率も高くなっている。 

 

その一方で 60歳代以降については、成長投資枠を中心に積極的に活用している様子が見られる。し

かし、制度の普及自体は資産形成世代と比較して進んでいない【図表２】。 

 

そのような状況の中で、高齢者層の「貯蓄から投資へ」をより一層推進するために創設が検討され

ているのが、高齢者層に特化した新たな少額投資非課税制度、いわゆるプラチナＮＩＳＡである。 

 

【図表１】 年代別の NISAの口座数 

 
（資料） 金融庁資料より作成。口座数、人口は小数点以下を切り捨てている。 

口座数 ③総人口 保有率

①2024年末 ②2023年末 ①－② 2025年初 ①/③

全年代 2558 2124 433

10歳代 11 6 5

20歳代 295 225 69 1274 23%

30歳代 448 370 77 1320 34%

40歳代 492 404 87 1625 30%

50歳代 495 394 100 1834 27%

60歳代 377 318 58 1485 25%

70歳代 283 262 21 1607 18%

80歳代以上 154 137 16 1288 12%
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【図表２】 2024年の投資枠の利用状況 

 
   （資料） 金融庁資料より作成。買付があった口座のみで集計。 

 

毎月分配型よりも定率売却 

プラチナＮＩＳＡの目玉として注目されているのが対象商品の拡大、特に新ＮＩＳＡで除外された毎月分

配型投信の導入である。毎月分配型投信は、確かに資産取り崩し層向けの商品であり、制度の趣旨と

合致した商品といえる。 

 

しかし、プラチナＮＩＳＡで掲げられている「高齢者が安心して長生きできる社会を金融面から支え

るための環境整備」という目的に照らすと、毎月分配型投信以上に潜在的に求められ、実際に普及し

てほしいサービスが存在する。それは、投信の定期売却、特に定率売却である。 

 

毎月分配型投信の場合、安定して分配金を出すものが多いが、市場環境次第では取り崩しすぎる可

能性がある。一方で、定率売却は売却額が不安定になるものの、取り崩し過ぎになりにくいため、資

産を運用しながら取り崩す手段として、毎月分配型投信以上に有効なサービスであると筆者は考えて

いる。しかし、執筆時点では大手ネット証券など、ごく一部でしか提供されておらず、利用したくて

もできない人が多い。 

 

そこで提案したいのが、プラチナＮＩＳＡは「定率売却サービスを提供している金融機関」のみで口座

開設できるようにするという制度設計である。つみたてＮＩＳＡが格安インデックス型投信の普及を促

したように、プラチナＮＩＳＡを定率売却サービスの普及を促す起爆剤とすべきではないだろうか。見

方を変えれば、プラチナＮＩＳＡにおいて毎月分配型に限らず、定率売却など様々な資産取り崩し方法

が提案できないのであれば、制度設計上の課題といえる。 

 

政府や金融庁には、プラチナＮＩＳＡに「投信の定率売却サービス」の提供を含めることを、ぜひ検討

すべきであると提言したい。 
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